
○ 介護サービス情報の公表制度（以下「情報公表制度」という。）については、1昨年   

4月に施行され約2年7ケ月が経過したところであるが、全国の施行状況についてのア   

ンケート調査の結果（本年7月1日現在）を別添のとおり取りまとめたので、情報提供   

する（参考資料2）。  

○ 各都道府県（指定情報公表センター、指定調査機関を含む。）におかれては、情  

報公表制度の円滑な実施にご尽力をいただいているところであるが、介護保険制度  

の基本理念（利用者本位・高齢者の自立支援・利用者による選択（自己決定））墾塞  

卿重要性をご理解いただき、引き続き情報公表制度の円  

滑な運営の確保に向けて、法令及び国の技術的助言を踏まえながら、以下の事項に  

留意の上、願運用をお願いし   

たい。  

○ 情報公表制度の事業運営に当たっては、介護事業者からの手数料を充てているこ   

とに鑑み、事業運営の透明性を確保するとともに、介護事業者、聯系考の   

嘩報公葬制度に対する理解牽深めていただ＜観点から、その運営帆矧こついて毎年   

度公表を行うことが望ましい旨、一昨年より累次要請してきているところである。  

○ 引き続き、争都道府県等のホ坤古用して、より分かりやすい形で積   

極的に事業運営の公表を行う等、閻こついて、重ねて適確な   

対応をお願いしたい。  
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○ 手数料水準の妥当性等については、情報公表制度の施行以来、堕整地て介亭萱事   

業者等からの疑義、意見等が多＜寄せられているところであり、国会や社会保障審   

議会介護保険部会等の場においても、手数料水準の高さや、手数料の設定方法等に   

ついて議論の姐上にのぽっているところである。  

○ 現在の全国的な施行状況を見ると、   

① 当初2日程度亡推定凋時間琴か、1日以内で実施さ   

れてし喝こと、   

② 当初想定していた事業所からの紙媒体による報告が、平成20年度から陀B化  

を導入したこと等から、公表センターにおけるパンチ入力等の入力経費が抑えら   

れていること、   

など、事務の効率化が当初の予想以上に早く進んでおり、情報公表制度の施行時の   

手数料算定時の考え方が実態に見合わない状況になっていると考えられる。  

○ 今般、ご報告いただいた平成20年7月16日時点の手数料設定の状況を見る   

と、前年度と比べて、減額改定の県が約7割という状況であり、多＜の都道府県で 

見直しに向けた取組が行われていることは承知しているものの、一方で約3割の県   

問レという状況であり、また、都道府県間における手数料の金額の幅は約1．   

旦藍、約2万3千円と大きな開きがある状況である（参考資料3）。  

○ 以上のような現状や事務の効率化等を踏まえ、例えば同一所在地における複数の   

事業所を同日に調査する場合の手数料にういては、旅費の重複分を勘案し低く設定   

（参考資料4）するなど、その妥当性等について介護事業者等の理解が得られる手   

数料の水準及び設定方法となるよう、必要な条例の見直し等について、引き続き、   

適確に対応するようお願いする。  

○ また、平成21年度に情報公表制度の見直しを行うことくしているので、見直立   

を踏まえた的確な対応をお願いする（資料6ページ′）、参考資料1）。  
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○ 情報公表制度は、利用者による利用者のニーズにあった声り適切な介護サービ   

スの比較検討、選択を支援する制度であり、当然、利用者等に活用モれる制度と   

して定着させることが何より重要である。  

○ 現在の情報公表サイトのアクセス状況を見ると、都道府県間で大きな差がある   

状況であり、アクセスの低調な県も散見されるところである（参考資料5）。  

○ このため、各都道府県においては、今後とも引き続き、硬曝険者のいる世帯、   

管内市町村（保険者）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等介護サー   

ビスの利用者の相談に応じる多様な主体に向けて、普及啓発イベント、県の広報   

誌での紹介等、さまざまな手法で広く情報公表制度の活用についての普及啓発萱   

行っていただきたい。  

○ 情報公表制度は、介護事業者に対して情報の公表を義務付けるものであること   

から、情報公表制度の円滑な実施に当たっては、情報公表制度の趣旨日的、異体   

鱒な仕組み、手改料の考え方等についての介護事業者の理解を得ながら実施する   

ことが極めて重要である。  

○ 今後とも引き続き、事業者向け説明会等、さまざまな手法で介護事業者や管内   

の事業者団体等に対する制度の趣旨・鞭   

調査事務の性格働こついての丁寧な説明を行い、理解、協力が得られるよ   

う、積極的に普及啓発に取り組んでいただきたい。  

○ 情報公表制度の普及啓発に当たっては、国としても、介護サービス情報公表支   

援センターと協力し、パンフレット等の作成支援等を行っているところであるが、   

今後とも、政府公報の実施等、必要な取組を積極的に行ってい＜予定である。   



〔参考：平成20年度政府公報の予定〕  

名称：政府広報オンライン  暮らしに役立つ動画（フラッシュコンテンツ）  

HPアドレス：http：／／www，gOV－Online．g0．jp／useful／fbsh／index．html  

HPへの掲載時期：11月上旬（予定）  

○ 情報の公表に当たっては、例えば県のホームページのトップページから利用者   

が情報公表画面にできるだけ容易に接続が可能となるような工夫をするなど、塾   

用者の公表情報の入手に当たっての利便性の向上に向けて、今後とも引き続き、   

積極的な取組をお願いしたい。  

○ 情報公表制度の円滑な実施に当たって、被調査事業所、公表情報の利用者等から  

．の相談、苦情等について、引き続き、情報公表制度の趣旨目的や具体的内容の工寧   

な説明が重要であると考えている。  

○ 相談、苦情等の対応に当たっては、相談、苦情等を的確に受け止め、対応者によ   

る差が生じることなく適切な説明、解決等が図られるよう、対応記録の整備や関係   

者間での必要な対応情報の共有等を適切に実施願いたい。  

○ なお、毎月、支援センターにご報告をいただいている相談、苦情等の取りまとめ   

壇塵については、実施状況を把握する上で重要な基礎資料であることから、引き続   

き、ご報告いただ＜ようお願いしたい。  

○ 情報公表制度の調査の趣旨・目的は、介護事業者が公表しようとする介護サー   

ビス情報のうら、利用者が自ら当該情報の事実を確認することが困難な情報につ   

いて、利用者保護の観点から都道府県知事又は指定調査機関が、当該情報の根拠   

となる事実の有無を確認することであり、その際、調査結果の均質性の確保等の  

観点から、調査員はその確認材料についての良し悪しの評価や指導改善等を行わ   

ないこととしている。  
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○ しかしながら、一部、調査に当たり、被調査事業所の取組内容に対する良し悪   

しの評価や指導とも受け取れる調査に対する意見等が未だ聞かれることから、都   

道府県におかれても調査員の均質性の重要性について、あらためて留意願うとと  

もに、指定調査機関、調査員に対する情報公表制度の調査の趣旨の徹底及び継続   

的な指導をお願いしたい。  

○ また、情報公表制度における調査等の際に、調査員の調査外の行為（例：自社   

の紹介等）や、調査員が唐突に当該公表に係る報告・調査を拒否した場合におけ   

る指定取消等の話をするなど、介護事業者にとって情報公表制度に対する不信感  

にもつながりかねない事例があるといった声も聞かれること力＼ら、情報公表制度  

そのものの信頼を損ねることが生じないよう、指定調査機関等の動向に留意しつ  

つ、指定調査機関等に対する必要な指導の徹底をお願いしたい。  

○ 本年度から導入した事業所報告・調査結果報告のWEB化により、介護事業者   

からの報告内容の記入漏れ等に対応できるよう改善が図られたところであるが、   

情報公表制度の信頼を損ねることがないよう、公表センターにおかれても、重量   

の受理に当たっては、引き続き、適確に報告内容を確認し受理するようお願いし   

たい。  

○ 各都道府県においては、情報公表事務計画の策定に当たっては、今後とも利用   

者や介護事業者の意見を把握しながら、介護事業者が不公平感を抱いたりするこ   

と等のないよう、実情に応じて工夫願いたい。  

○ また、平成21年度においても、二つ以上のサービスを一体的に運営している   

場合には、計画の基準日前の一年間においてく事業者が以下の各区分内において、   

各区分のいずれのサービスについても介護報酬の支払いを受けた金額が100   

万円を超えない場合を除き、報告の対象となる予定であるので留意願いたい。   



○ 平成21年度についても、本年度∈同様、平成19年度迄に施行した12サービ   

ス（主たるサービス）と同類型の予防サービス、地域密着型サービス（以下「予防   

サービス等」という）を一体的に実施している事業所の報告・調査については、事   

業所の事務的負担丁経費的負担等に考慮する必要があること等から、主たるサービ   

スと同類型の享防サービス等の複数サービスを同時に報告・調査することとし、ま   

たその調査確認については、解こついてのみとする効率的な報   

告・調査を行うことを予定している。  

○ 制度施行後3年目を迎えた現在の施行状況等も総合的に勘案し、運用面での里盛   

21年度の見直し策として、本年度までの調査方法を一部見直し、調査の効率化を   

亘皇こととしたものであり、異体的には、次の2点を予定しているので了知された   

い。  

訪問調査体制の効率化  

→ 調査は、一律に調査員2名以上とするのではな＜、規則上は調査員1名以上とし、   

弾力的に対応するものとする（介護保険法施行規則等の改正予定）。  

《訪問調査員の構成について》   

○ 調査事務の具体的な実施方法については、課長通知において、調査事務の円滑  

な実施のため、当面は調査員2名のうら1名を調査対象サービスに関する知識を  

予め有する者とすることが望ましい旨示してきたところであるが、調査員1名の  

場合にあっても、今後とも、円滑な調査が行われるよう、調査員の調査対象サー  

ビスに対する基礎的な知識の習熟度を踏まえた調査員の派遣に留意するととも  

に、調査員姜成研修等の実施に当たっては、調査員が調査対象事業所の基礎的な  

知識やイメージを鼻につけられるような工夫をお願いしたい。   



→ マニュアルや規程の単純な有無の確認を行う働  

ついては、初年度に「確認のための材料」があると撃認されれば、次年度以降堤、  

特段の事情が無い限り、直らためて現物の確認までは行わないものとする（課長通  

知の改正予定）。  

○ 概要については、以下のとおり。  

〔調査実務の流れの概要（一般的に考えられるフローチャート例）〕  

【アンダーライン（二重線）は従来と異なる点】  

ゆ 各都道府県知事lこよる調査計画の策定等  

＞ 調査対象事業所の確定  

＞調査対象事業所毎の調査月の確定  

※ 平成19年度迄に施行している12サービス（主たるサービス）と同類  

型の予防サービス等を同一所在地で実施している事業所の同一報告・同一  

調査  

＞ 担当調査員又は担当指定調査機関（以下、「担当指定調査機関等」という0）  

への調査対象事業所の割振り   

＞ 調査日程等の確定（担当指定調査機関等は、調査対象事業所との間で具体的  

な調査日程等を確定）  

＞ 各都道府県知事又は指定情報公表セか（以下、「公表センター等」という。）から調   

査対象事業所へ介護サイス情報の記入帳票（「基本情報調査票」及び「調査情報調   

査票」）を配布  

※ 平成19年度迄に施行している12サービス（主たるサービス）と同類  

型の予防サービス等を同一所在地で実施している事業所の同一報告・同一  

調査  

＞ 調査日の案内  
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様式① 訪問介護＋介護予防訪問介護十夜間対応型訪問介草  

様式② 訪問入浴介護＋介護予防訪問入浴介護  

様式③ 訪問看護＋介護予防訪問看護＋療棄適所介護  

様式④ 訪問リハビリテーショソ＋介護予防訪問り北－リテーシ］ン  

様式⑤ 適所介護＋認知症対応型適所介護＋介護予防適所介護＋  

介護予防認知症対応型適所介護十療養適所介護  

様式⑥ 適所り北◆リテーシ］ン・介護予防適所リハビリテーショソ十療養適所介護  

様式⑦ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）十特定施設入居者生活介護（弓単  

量△ホーム・外部サービス利用型）＋地域密着型特定施設入居者生活介護（有  

料老人ホーム）十介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）±重量萱  

塁塑笠寺定施設入居者生活介護（有料老人ホ十ム・外部サ⊥ビス利用型）  

様式⑧ 特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）＋特定施設入居者生活介護（軽費  

量杢不十ム・外部サービス利用型）＋地域密着型特定施設入居者生活介護（軽  

費老人ホーム）＋介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）±皇室  

塁些畢定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム・外部サービス利用型）  

様式⑨ 堕卵看介  

護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サービス利用型）＋地域密着型特定施設入  

居書生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）＋介護予防特定施設入居者生活介護  

（適合高齢者専用賃貸住宅）＋介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者  

塁男賃貸住宅∵外部サービス利甲型し  

様式⑩ 福祉用具貸与・特定福祉用異販売・介護予防福祉用異貸与＋特定介護予防福祉  

用異販売  

様式⑪ 坐空襲多機能型居宅介護＋介護予防」噸模多機能型居宅介護  

様式⑫ 型茎嘩対応型共同生活介護＋介護予防認知症如捜斯波酎憎  

様式⑱ 居宅介護支援 

様式⑭ 介護老人福祉施設十短期入所生活介護＋介護予防短期入所生活介護＋地域密  

着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

様式⑯ 介護者人保健施設 

所療養介護（介護者人保健施設）  

様式⑯ 介護療養型医療施設＋短期入所療養介護（介護療養型医療施設）＋介護予防短  

期入所療養介護（介護療養型医療施設）   

（注1）アンダーライン（二重線）部分が平成21年度追加予定サービスである。  

（注2）介護予防支援については、モデル事業の実施県等から、実質的に担当圏域での利用に限  
定されているため、情報公表制度に馴染まないとの御意見があったこと等を踏まえ、その取  

扱については、有識者等による情報公表制度の委員会で引き続き検討を行っていく予定で  

ある。   



諸 調査票の記入及び報告（WEB入力・提出）等   

＞ 調査対象事業所は、配布された「基本情報調査票」、「調査情報調査票」を記入  

し、介護サービス情報を公表センター等に報告（W巨B入力・提出）。・  

※報告に当たっての留意事項  

・各項目について、度願こついて回答することとする。  

《基本情報》  

・本体・予防サービス等にかかる共通項目は1回の入力（記載）で可  

能となるような構成  

喧調査情報》  

・各項目について、原則主たるサービスについて回答  

凋情報の遺失ロ（調査票（加勢索・出力L   
＞ 公表センター等から調査対象事業所より受理した介護サービス情報（記入帳票「基本情  

報調査表」及び「調査情報調査票」）が通知（配布）される閻模索・出力）。  

⑤灘（事前準備）  
＞ 介護サービス情報（「基本情報調査票」、「調査情報調査票」）により、調査対象事業  

所の状況の把握及び調査票の内容確認。  

郷原掛1日以内）  
※調査に当たっての留意事項  

（共通項目）  

調査時における材料の確認は、原則主たるサービスにおける材料の確認  

（1件で足りる）によることとする。  

（予防単独項召）   

当該予防サービス等特有項目にかかる材料により確認（1件で足りる）  

する。  

（調査方法の簡革化）  

→ マニュアルや規程の単純な有無の確認を行う「確認のための材料」の  

面接調査については、調査の初年度に「確認のための材料」があると確  

認されれば、次年度以降の調査では、特段の事情が無い限り、あらため  

て現物の確認までは行わないものとす乱  
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＞ 調査対象事業所に対して調査結果を報告し、事実誤認がないこと及び調査結果   

がそのまま公表されることについて同意を得る。  

⑧ 調査結果の報告（WEB入力）  

＞ 調査員は、調査終了後、調査結果を速や力＼に公表センター等または指定調査機関に  

対して報告   

＞ 指定諭査機関は、調査員からの報告後、速やかに、調査結果を公表センター等に対  

して報告  

○ 現在、著し＜小規模な事業所に対する負担軽減として、介護保険法施行規則に   

おいて、都道府県知事が毎年定める報告に関する計画の基準日前の1年間に提供   

を行った介護サービス等に係る居宅介護サービス費等の支給の対象となるサービ   

スの対価として支払いを受けた金額（以下「支払実績」という）が100万円以   

下である事業所に対して報告の義務を免除（事業所の任意による公表を除く）し   

ているところであるが、本規定は以下のとおりの従来どおりの取扱いとする予定   

である。  

○ 主たるサービスが報告の対象（年間の支払実績が100万円超）となっている  

遺墨 → 予防サービス等にかかる年間の支払実績の如何を問わず、報告の対象  

○ 予防サービス等の単独事業所 → 主たるサービス単体事業所と同様、年間の  

支払実績が100万円を超える場合に報告の対象  

○ 主たるサービスが報告の対象を免除（年間の支払実績が100万円以下）重出  

ているものの、当該サービスと併せて指定を受けている予防サービス等にかかる  

年間の支払実績が100万円を超えている事業所 → 当該予防サービス等だけ  

でな＜主たるサービスも報告の対象  
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○ 公表については、従来どおり、型画壇   

し、主たるサービスと予防サービス等の一体的な報告・調査を実施した場合におい  

ても、基本的に公表画面をサービス毎に分離して表示する予定で考えている。  

○ 手数料については、平成20年度から実施している主たるサービスと予防サービ  

ス等について一体的な報告・調査を実施する場合、単独事業所の調査等にかかる人  

件費や手間と同等であり、新たな手間はかからないと思料されることから、従来ど  

おり、丑聖韮麺  

二体的に含まれると解釈することが可鞋であると考えられ、雅  

追加されることが手数料を引き上げる要因にはならないと考えている。  

○ また、公表罫矧こついても、事業所より一体的に報告を受けた情報は、公表シス  

テムに登録する際もー体的に取込むことができ、公表画面には自動的にサービス毎   

に表示されるシステムであるため、公表センターにおける事務負担やシステム饅昼   

の経費の増加要因とはならないことにこ留意願いたい。  

11   



○ 本事業は、各都道府県における情報公表制度の円滑な実施を支援するため、介護   

サービス情報の公表に係る調査及び公表に必要な経費を国庫補助するものであり、   

来年度においても継続する方針で概算要求を行っているところである。  

○ 事業の実施主体については、都道府県が自ら実施する事業のほか、適切な団体へ  

の委託又は適切な団体等が行う事業に係る経費に対する助成を行うことができる   

こととしているところである。  

○ また、国庫補助対象事業については、本来の事業運営費のほか、通常よりも事業   

運営費がかさむ制度施行後の一定期間において、事業者の特別な負担の軽減を考慮   

した手数料の減免措置等に必要な費用に充当するなど、特に必要とされる事業も広   

＜対象としており、本年度も所要の予算枠を確保していることから、実情に応じて  

積極的に活用願いたい。  

○ なお、追加協議も相談に応じることとしているので、適宜相談願いたい。  

○ 情報公表制度については、介護保険法第115条の29第1項の規定を踏まえた   

介護保険法施行規則案140条の29において、制度の対象となるサービスを年々   

追加施行してきたところである。  

○ 平成21年度については、早期全面施行を図る観点から、今年度モデル調査事業   

を実施した小規模多機能型居宅介護等の各サービスを追加施行することを現時点   

では予定しているので了知されたい。  
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○ なお、介護予防支援については、モデル事業の実施県等から、実質的に担当圏域   

での利用に限定されているため、情報公表制度に馴染まないとの御意見があったこ   

と等を踏まえ、その取扱については、有識者等による情報公表制度の委員会で引き   

続き検討を行っていく予定であるので御留意願いたい。  

○ 当該追加施行に係る省令の公布及び改正遠矢卿   

ている。また、施行については平成21年4月1日を予定しているところである。  

○ 各都道府県においては、介護保険法施行令第37条の2第1項に定める報告に関   

する計画の策定、調査員の養成等制度の円滑な施行に向けて、適確に準備願いたい。  

（参考：平成21年度追加施行予定サービス（15サービス））   

① 療養適所介護  

（有料老人ホーム・外部サービス利用型）  

（軽費老人ホーム・外部サービス利用型）  

（適合高齢者専用賃貸住宅）  

（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サービス利用型）  

② 特定施設入居者生活介護  

③ 特定施設入居者生活介護  

④ 特定施設入所者生活介護  

⑤ 特定施設入所者生活介護  

⑥ 夜間対応型訪問介護  

⑦ 小規模多機能型居宅介護  

⑧ 認知症対応型共同生活介護  

⑨ 地域密着型特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）  

⑩ 介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・外部サービス利用型）  

⑪ 介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム・外部サービス利用型）  

⑱ 介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）  

⑱ 介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サービス  

利用型）  

⑭ 介護予防小規模多機能型居宅介護  

⑯ 介護予防認知症対応型共同生活介護  

（注）介護予防支援については、モデル事業の実施県等から、実質的に担当圏域での利用に   

限定されているため、情報公表制度に馴染まないとの御意見があったこと等を踏まえ、   

その取扱については、有識者等による情報公表制度の委員会で引き続き検討を行って   

いく予定である。  
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○ 地域密着型サービス（小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護）   

については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」   

（指定基準）等の規定に基づいて、年に1回は外部評価を受けることとされてい   

るが、情報公表制度も平成21年度力＼ら適用とする予定で現在調整中である。  

○ 具体的には、利用者の選択に資する情報であって、、客観的な事実情報の調査及び   

公表が可能な項目について、昨年度、情報公表項目の原案を策定したところであ   

り、本年度のモデル調査事業における実施結果等を踏まえ所要の調整を図り、平   

成21年度から情報公表制度において施行する予定である。  

○ また、外部評価制度の項目は、情報公表項目の原案の検討結果等を踏まえ、平成   

20年度中に介護サービスの具体的な内容の評価に関わる項目等について、外部評   

価制度の項目とするなど、所要の調整を行うこととしている。  

○ 先月7日に開催された認知症・虐待防止対策主管課長会議で示されたとおり、   

外部評価制度においては、両制度の調査負担の軽減方策として、①「情報提供票」   

の見直し、②「自己評価項目」及び「外部評価項目」の見直しが検討されている。  

さらに、事業者に過剰な事務負担、調査負担が生じないよう、調査方法の効率化、   

具体的l嘩表制度の調査鱒関と外部評価制度の評価機関が共遍の場合、   

できる限り、周「日に両制度の調査を行うこと力望ましい等負担の軽減戸策をあ   

わせて検討しているところである。  

○ 何れにしても、両制度の施行に当たっては、介護事業者の負担、都道府県の実施   

体制の円滑な整備等に関する配慮が必要との認識の下に現在整理中であり、整理   

が終わったものから適宜、お知らせすることとしているので、了知願いたい。  
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○ 全国の介護サービス事業所の介護サービス情報を集積・分析する「公表情報中央   

分析システム（データ集計システム）」については、平成17年度来、「介護サービ   

ス情報の公表」制度施行準備・支援協議会等における協議のもとに、各都道府県、   

各情報公表センターのご理解とご協力を得ながら支援センターとの接続等の準備等   

が進められ、現在に至っているところである。  

○ 本システムは、介護サービス情報の公表制度の適正かつ円滑な運営に資するよう、   

公表情報間の相関関係の検証や統計的な分析等を行って、利用者が本当に使いやす   

い適切な公表項目の見直しにつなげていく等を目的としている重要なシステムであ   

るので、本システムの趣旨・目的をこ理解いただき、データ提供等について、円滑   

に進められるよう、改めてご理解とご協力のほどお願いいたしたい。  

○ なお、報告に当たっては、その内容に不備がないこと等に留意の上、ご報告願い   

たい。  
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